
団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 115.3 ％） （達成度 103.3 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 65.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 108.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 116.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 50.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 133.3 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 60.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 下げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｃ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 106.0 ％） （達成度 116.7 ％） Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

小規模事業者

指標
巡回窓口指導延件数

指標
課題解決提案件数 小規模・零細事業者に各

種施策等を説明し、事業
経営のサポートが行え
た。

実績
数値

31

　2024年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

記帳継続指導

個人事業主等に対し、税務に関し
て、正しい記帳方法、年末調整、決
算・確定申告当の指導を行うことに
よって、適正な経理・申告を行い、
事業者の資質や経営力の向上、節税
等につなげることを目的とする。

・指導対象者数　　60人
・指導延日数　338日
・指導延回数　776回

小規模事業者

指標
指導事業所数

指標

目標
数値

1000
実績
数値

1153
目標
数値

30

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営基盤の弱い小
規模事業者を中心
に、支援内容の充
実した伴走型支援
を遂行する。

〇
巡回・窓口相談指
導事業

経営基盤の弱い小規模零細企業を中
心に、経営及び技術の改善に係る
様々な課題について指導をすること
により、企業活動を健全に維持・育
成し、巡回及び窓口相談指導を行う
ことにより、創業・経営革新への積
極的な支援をする。

・巡回窓口指導実企業数
　　　　　　　　　465社
・巡回窓口指導延件数
　　　　　　　　1,153件
・課題解決提案件数　31件
　
・経営革新承認件数　2件

講習会

小規模事業者に対し、多様化する経
営環境に対応するため、必要な金
融・税務・経理・労働・情報化等の
知識習得や時事的な問題について情
報提供し、事業者の資質の向上と円
滑な事業運営に資することを目的と
する。

講習会開催回数及び受講者数
・集団  3回　 7人
・個別 12回　84人

小規模事業者

指標
受講事業所数

定期的な指導によ
り事業者の現状や
問題点を適切に把
握し、経営状況を
より良い状態に移
行できるようサ
ポートする。

目標
数値

60
実績
数値

60
目標
数値

実績
数値

適正な経理処理により試
算表・決算書を作成する
ことで、より正確な経営
状況の判断が可能となり
事業者の経営改善につな
がった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

税務相談指導

個人事業主等を対象に専門家による
決算・確定申告の指導を行うことに
よって適正な申告を行い、事業者の
納税意識を高め、経営力の向上、地
域経済の発展につなげることを目的
とする。

税務相談窓口
　　　　　相談件数　54件

小規模事業者

指標
相談件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業者のニーズを
捉え、適切なテー
マを設定できるよ
う情報収集に努め
る。

〇

目標
数値

140
実績
数値

91
目標
数値

指標

小規模事業者の資質向上
と経営基盤の強化を図る
ことができた。また決算
申告講習の実施により事
業者の納税意識を高め
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事業計画策定支援

経済情勢の変化や経営課題に対応し
た事業計画の策定について、寄り
添った支援を実施し、小規模事業者
が売上と利益を確保できるよう経営
力の強化を図ることを目的とする。

事業計画策定支援件数
　　　　　　　　　　14件

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

相談窓口を設け事
業所の税務関係の
相談に対応してい
く。

目標
数値

50
実績
数値

54
目標
数値

指標

税務相談会の実施により
経理処理に関する事業者
の疑問解決が図られ、よ
り適正な経理処理が行え
るようになった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

〇

目標
数値

12
実績
数値

14
目標
数値

事業計画策定支援件数 小規模事業者持続化補助
金、経営革新等において
経営計画を策定すること
で事業所に対して事業の
見つめなおしと計画性を
示すことができた。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

事業承継計画策定
支援

小規模企業者に対し、事業承継の計
画策定・実行支援を実施することに
より、小規模事業者の経営の継続や
更に成長発展ができるよう、円滑な
事業承継を行うことを目的とする。

事業承継計画策定支援件数
　　　　　　　　　　1件

小規模事業者

指標
事業承継計画策定支援件数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営計画の策定支
援だけでなく、そ
の後の適切なフォ
ローアップにつな
げる。

創業希望者の創業
計画の策定支援

岩倉市では事業者の減少が大きな課
題の一つであり、その解決のため、
新規創業者を増やす必要がある。そ
のため、創業予定者・創業者に対
し、開業に向けて、積極的な支援を
実施することにより、事業者の減少
に歯止めをかけることを目的とす
る。

創業計画の策定支援件数
　　　　　　　　　　4件

創業予定者
（小規模事業者）

指標
創業計画策定件数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者の高
齢化に伴い増える
であろう廃業等の
相談から、事業承
継支援へとつなげ
る体制を整えてい
く。

〇

目標
数値

2
実績
数値

1
目標
数値

指標

計画策定には至らなかっ
たものの、市主催の事業
承継セミナーの周知や、
小規模事業者に対し段階
的な支援を行うことで円
滑な事業承継をサポート
できた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

青年部・女性部事
業

（青年部）市内商工業者の若手事業主・後継者を
対象に組織し、地域経済活動の促進及び地域社会
への貢献をするとともに、地域の総合的な振興を
図ることを目的とする。
（女性部）部員相互のコミュニケーション並びに
各事業所間の情報交換の場を設けることにより、
地域の発展を模索するとともに、新規部員の増加
を目的とする。

青年部
サンタクロース事業参加部員数
　　　　　　　　 14名

女性部
各種まつり・講習会事業
参加延人数　65名

商工会若手事業
主・若手後継者

指標
事業参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

創業に係る支援体
制を周知し、地域
内における創業
者・創業予定者の
意欲向上に努め
る。

〇

目標
数値

3
実績
数値

4
目標
数値

指標

創業計画の策定を支援す
ることで円滑な創業につ
ながった。また創業後の
事業運営においても支援
を続けることができ、伴
走支援につなげられた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

福利厚生事業

中小・小規模事業の経営・雇用の持
続的な安定を図るために、各種共済
制度の普及等や事業主及び従業員を
対象に健康診断事業を実施すること
で、企業の健全な育成に資すること
を目的とする。

各共済合計加入者数　424名

健康診断事業参加者数　175名

小規模事業者

指標
各種共済加入者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

青年部における指
標変更と女性部の
部員数減の影響を
鑑み、目標を下げ
る。

目標
数値

130
実績
数値

79
目標
数値

指標

地域まつりの出店や独自
マルシェの開催、サンタ
クロース訪問事業により
地域社会への貢献及び商
工会青年部・女性部のＰ
Ｒができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

巡回や窓口相談時
に必要に応じてメ
リットを伝え加入
促進に努める。

目標
数値

400
実績
数値

424
目標
数値

150

指標
事業参加者数

各種共済事業のメリットを
理解してもらい、加入促進
につなげることができた。
また健康診断を実施するこ
とにより、各事業所への労
働法の周知・従業員の健康
意識を高めることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
175



団体名： 岩倉市商工会

得られた効果 備考

　2024年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 125.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 343.8 ％） （達成度 ％） Ｂ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 106.3 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 140.0 ％） （達成度 85.7 ％） Ｂ Ａ 現行どおり 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 97.5 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標① 目標②

（達成度 86.7 ％） （達成度 125.0 ％） Ｂ Ａ 上げる 現行どおり

目標達成度 必要性 実施方法① 実施方法②

Ａ Ａ 現行どおり 現行どおり

労働保険事業

事業主の委託を受けて、労働保険料
の申告納付、その他労働保険に関す
る各種届出等を行うことにより中小
事業主の事務処理負担を軽減し、労
働保険の適用促進及び労働保険料の
適正な徴収を図ることを目的とす
る。

委託事業所数　50事業所

小規模事業者

指標
委託事業者数

地域振興祭事業

地域の産業（地域資源や観光資源）
のPRを行い、地域の総合的な振興を
目的とする。
また、まつり事業と並行して部会・
委員会事業を行う。

市民ふれ愛まつり
　令和6年11月実施
　来訪者数　13,500人

岩倉桜まつり
　令和6年3月から実施
　来訪者数　210,000人

小規模事業者

指標
来訪者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

未加入事業者への
加入勧奨活動を通
して新規加入事業
者の獲得に努め
る。

目標
数値

40
実績
数値

50
目標
数値

指標

労働保険料を事業主に代わ
り納付と確定申告を行うこ
とで事業主の事務負担を軽
減することができた。また
未加入事業所に対して適用
促進を図ることで労働保険
の重要性を周知できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

調査・広報・情報
化推進事業

小規模事業者関連の施策の周知およ
び利用を促すため、広報活動を行
う。

商工通信年2回発刊
　　　　　　（7月・1月）
発行部数　1700部

小規模事業者

指標
発行部数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

多くの観光客を呼
び込み地域内の産
業活性化を図る。

〇

目標
数値

65000
実績
数値

223,500
目標
数値

指標

市や県内外からの観光客に
よる市内での消費が多くあ
り、市内事業所の売上アッ
プ効果やPR効果を得られた
と同時に、岩倉市を広くPR
することができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

雇用促進事業

就職フェアを実施し、中小・小規模
事業者の参加を促し、意欲や能力の
ある担い手を雇用できるよう支援す
る。
また、検定事業を行うことにより、
地域の人材育成に資することを目的
とする。

就職フェア
参加企業数　7社
（３市２町合計　40社）

珠算検定参加者数　257人 小規模事業者

指標
参加企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

巡回窓口相談を通
じて会員のニーズ
把握に努める。ま
た公式LINEの活用
により迅速な情報
提供を行ってい
く。

目標
数値

1600
実績
数値

1700
目標
数値

指標

国・県の施策並びに商工
会事業の周知を行うこと
ができた。またHPや公式
LINEの活用により、事業
者に迅速な情報提供を行
うことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

産業団体

発展会や法人会、青申会などの産業
振興や税務支援団体の活動をサポー
トし、地域社会への貢献や商工業者
の活性化に資することを目的とす
る。

各団体が実施する事業の運営に努
め、地区内商工業の発展に寄与し
た。

委託団体数　４団体
合計構成員数　624人

小規模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

合同企業説明会を
実施し、地区内事
業者の人材確保に
努める。

目標
数値

5
実績
数値

7
目標
数値

300

指標
参加者数 就職フェアの実施により

地域内企業の雇用促進に
つながった。また検定事
業により地域の人材育成
につながった。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
257

目標
数値

640
実績
数値

624
目標
数値

構成員数
指標

各団体の事業活動により
小規模事業者・商工業者
の資質向上及び経営基盤
の強化を図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

若手・後継者等育
成事業

ウクライナ情勢や円安による物価高騰により過酷
な経営環境へとさらされる経営者若手後継者へ今
後の事業継続へのモチベーションの向上とコロナ
禍を乗り切るヒントの提供を目指す。
主張発表やセミナーを通して、他の青年部が行っ
ている取り組みや考え方を参考にしつつ、岩倉に
おいて事業を実施する際の知見を得ることを目的
とする。

経営力向上セミナー
受講者数　13名

満足度調査
満足・やや満足の割合　100％ 小規模事業者

指標
セミナー受講者数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業者の高齢化に
伴い廃業が増え脱
退者が多くみられ
るため目標を下げ
て実施する。

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

来年度における対
象事業は大きく変
わるため、指標も
変更する。

目標
数値

15
実績
数値

13
目標
数値

80

指標
満足度（％） 経営力向上セミナーの開

催により若手後継者に対
し、AI活用のエッセンス
を伝えることができ今後
の経営のデジタル化につ
いて考えをめぐらせても
らうことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
100

※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


